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経常収支比率の分析
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※１　本レーダーチャートは、当該団体と類似団体平均値より算出した偏差値をもとに
　　チャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

　２　当該団体の八角形が平均値の八角形より内側にあるほど、歳出抑制等により財政
　　構造に弾力性があることを示している。
　３　類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類
　　した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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人件費
　経常収支比率は類似団体と比較して低い値を示しているが、ゴミ処理業務、スクールバス運行業務は全て民間委託としており、また、消
防業務を直轄ではなく一部事務組合で行っていることが要因である。また、今後においても更に退職者の不補充等により更なる圧縮に努め
る。
物件費
　類似団体と比較し所有施設が大規模且つ多いため、その維持管理おける燃料費、光熱水費、委託料が多額となっていること、また、退職
者不補充による人件費減少と反比例し、給食賄業務員、日額臨時職員等の賃金が多額であるため類似団体と比較し高くなっている。今後、
維持管理経費の圧縮には施設等の廃止を含め検討していくが、賃金についても給食等の民間委託も含め検討する。
扶助費
　扶助費は類似団体と比較し低く、更に今後敬老年金、重度障害者年金廃止による削減効果も期待できる。ただし、近年話題となっている
子育て支援等（子ども（中学生以下）の医療費の無料化等）は本村の特徴でもあり、今後も維持することを目標とする。
公債費
　類似団体と比較し若干低い傾向にあり、今後大きな事業に対しても起債の発行が過去の大型事業に比較しても低額であること、また、過
去の大型事業に対する起債の償還が終了し、今後も低下していくことが予想される。
補助費等
　類似団体と比較し低い水準にあるが、今後国営事業の一括償還金等があり、変動幅が大きい。また、民間保育所への助成が入所児童数
の増加により多額となるとともに、障害者自立支援法の絡みで計画されている民間障害者福祉施設に対する運営補助等も予想されるため
抑制を心がけねばならない。
その他
　その他の経常収支比率は類似団体に比較し低いが、これは医療事業の各会計への繰出金が低い水準で推移していることが主な要因で
あるが、この繰出金についても年々増加傾向にあるとともに、その他の下水道会計の赤字補填、診療施設会計への赤字補填等も増加傾向
にあるため抑制に努める必要がある。
普通建設事業費
　平成16年度における普通建設事業費の総額が突出しているのは「先進的農業生産総合推進対策事業」における国庫補助事業が大部分
であり、それ以降は類似団体と同様に建設事業費が減少傾向jにある。今後も財政状況を考え、適正規模の建設事業の執行に努めるものと
する。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

人件費 675,101 198,209 176,944 12.0
賃金（物件費） 71,146 20,888 12,023 73.7
一部事務組合負担金（補助費等） 118,743 34,863 27,393 27.3
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） - - 2,238 -
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - - -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） 40,428 11,870 7,805 52.1
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 113 33 4,398 ▲ 99.2
▲退職金 ▲ 68,404 ▲ 20,083 ▲ 18,283 9.8
合計 837,127 245,780 212,519 15.7

参考
当該団体 類似団体平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 21.14 19.82 1.32
ラスパイレス指数 97.5 92.5 5.0
ラスパイレス指数及び職員数に係る項目については、平成19年地方公務員給与実態調査に基づくものである（以降の項目について同じ。）。
なお、平成19年度中に市町村合併を行った団体については、当該項目を「-」としている。

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）

人口1人当たり決算額
当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％）

公債費充当一般財源等額
（繰上償還額及び満期一括償還地方債の元金に係る分を除く。）

701,893 206,075 173,360 18.9

満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの（年
度割相当額）等

- - - -

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 97,924 28,750 30,472 ▲ 5.7
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又は
負担金に充当する一般財源等額

8,321 2,443 9,021 ▲ 72.9

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する一
般財源等額

3,885 1,141 5,681 ▲ 79.9

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

54 16 127 ▲ 87.4

▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として普
通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 574,443 ▲ 168,656 ▲ 141,001 19.6

合計 237,634 69,769 77,660 ▲ 10.2
平成20年４月１日以降の市町村合併により消滅した団体で実質公債費比率を算定していない団体については、「-」としている（以降の項目について同じ。）。
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) 類似団体平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

692,947 200,680 ▲ 54.7 307,211 ▲ 9.8 ▲ 44.9

うち単独分 385,527 111,650 ▲ 62.3 154,477 ▲ 7.3 ▲ 55.0

958,924 278,757 38.9 233,255 ▲ 24.1 63.0

うち単独分 222,383 64,646 ▲ 42.1 96,550 ▲ 37.5 ▲ 4.6

590,414 171,832 ▲ 38.4 172,020 ▲ 26.3 ▲ 12.1

うち単独分 151,135 43,986 ▲ 32.0 77,280 ▲ 20.0 ▲ 12.0

503,192 148,128 ▲ 13.8 155,309 ▲ 9.7 ▲ 4.1

うち単独分 423,667 124,718 183.5 69,293 ▲ 10.3 193.8

438,766 128,821 ▲ 13.0 161,387 3.9 ▲ 16.9

うち単独分 161,455 47,403 ▲ 62.0 66,794 ▲ 3.6 ▲ 58.4

過去５年間平均 636,849 185,644 ▲ 16.2 205,836 ▲ 13.2 ▲ 3.0

うち単独分 268,833 78,481 ▲ 3.0 92,879 ▲ 15.7 12.7
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人件費関係比較データ

①人件費基礎データの比較
当該団体 類似団体平均 対比（差引） 全国市町村平均 対比（差引）

人口1,000人当たり職員数（人） 21.14 19.82 1.32 7.82 13.32
ラスパイレス指数 97.5 92.5 5.0 95.0 2.5

②人口１人当たり決算額の比較

当該団体（円） 類似団体平均（円） 対比（％） 全国市町村平均（円） 対比（％）
議員報酬手当 23,060 6,770 9,519 ▲ 28.9 1,735 290.2
委員等報酬 17,825 5,233 6,447 ▲ 18.8 3,266 60.2
市町村長等特別職の給与 29,788 8,746 8,632 1.3 532 1,544.0
職員給 448,180 131,585 110,617 19.0 50,672 159.7

基本給 276,348 81,136 72,930 11.3 33,005 145.8
給料 268,772 78,911 70,062 12.6 30,506 158.7
扶養手当 7,576 2,224 2,764 ▲ 19.5 948 134.6
地域手当 - - 104 - 1,551 -

その他の手当 152,620 44,809 36,259 23.6 17,609 154.5
住居手当 8,663 2,543 963 164.1 551 361.5
通勤手当 332 97 510 ▲ 81.0 607 ▲ 84.0
単身赴任手当 - - 8 - 2 -
特殊勤務手当 - - 85 - 175 -
時間外勤務手当 11,367 3,337 2,354 41.8 1,776 87.9
宿日直手当 - - 280 - 23 -
管理職員特別勤務手当 - - 49 - 10 -
休日勤務手当 50 15 67 ▲ 77.6 251 ▲ 94.0
管理職手当 11,189 3,285 1,421 131.2 702 367.9
期末勤勉手当 109,261 32,079 28,559 12.3 13,122 144.5
寒冷地手当 9,828 2,885 1,167 147.2 94 2,969.1
児童手当 1,930 567 606 ▲ 6.4 193 193.8
その他 - - 191 - 104 -

臨時職員給与 19,212 5,641 1,427 295.3 58 9,625.9
地方公務員共済組合等負担金 87,107 25,575 22,496 13.7 8,914 186.9
退職金 68,404 20,083 18,283 9.8 8,923 125.1

退職手当 - - 128 - 6,312 -
退職手当組合負担金 68,404 20,083 18,155 10.6 2,610 669.5

恩給及び退職年金 - - 38 - 37 -
災害補償費 524 154 169 ▲ 8.9 79 94.9

地方公務員災害補償基金負担金 524 154 119 29.4 66 133.3
その他 - - 50 - 13 -

職員互助会補助金 213 63 147 ▲ 57.1 100 ▲ 37.0
その他 - - 597 - 324 -
人件費合計 675,101 198,209 176,944 12.0 74,581 165.8
事業費支弁に係る職員の人件費 113 33 4,398 ▲ 99.2 1,528 ▲ 97.8

普通建設事業費 113 33 3,964 ▲ 99.2 1,498 ▲ 97.8
災害復旧事業費 - - 434 - 28 -
失業対策事業費 - - - - 2 -

物件費 賃金 71,146 20,888 12,023 73.7 3,137 565.9
一部事務組合負担金 118,743 34,863 27,393 27.3 4,080 754.5
公営企業（法適）等に対する繰出し - - 2,238 - 1,044 -

投資・出資金・貸付金 公営企業（法適）等に対する繰出し - - - - 13 -
繰出金 公営企業（法非適）等に対する繰出し 40,428 11,870 7,805 52.1 2,550 365.5
人件費関係合計 905,531 265,863 230,802 15.2 86,933 205.8
職員給の目的別内訳 448,180 131,585 110,617 19.0 50,672 159.7

議会関係 12,942 3,800 3,256 16.7 500 660.0
総務関係 120,447 35,363 30,117 17.4 9,622 267.5
税務関係 17,349 5,094 5,904 ▲ 13.7 2,710 88.0
民生関係 70,340 20,652 21,605 ▲ 4.4 10,443 97.8
衛生関係 25,269 7,419 8,071 ▲ 8.1 5,864 26.5
労働関係 - - 70 - 61 -
農林水産業関係 95,770 28,118 12,555 124.0 1,672 1,581.7
商工関係 3,522 1,034 2,999 ▲ 65.5 876 18.0
土木関係 18,943 5,562 7,589 ▲ 26.7 4,431 25.5
消防関係 - - 151 - 5,170 -
教育関係 83,598 24,544 18,300 34.1 9,322 163.3

補助費等

人口１人当たり決算額当該団体決算額
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人件費関係内訳
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